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の均衡ある発展の促進,社 会経済活力の維持 ・増進 とい う政策的な役割も担っ








1)諸 外国の状況をみる とイギ リ.ス,オー ス トラ リア等では空港の民営化が積極 的に進 められ てき
てお り,また カナ ダでは空港 の運営 ・管理の地方への移管が進め られで.・る。具体 的にはオース
トラ ワアについては シドニー ・メルボルン ・ブ リスベー ン ・パースの4大 国際空港 と.各州 の地方
空港の合計22空港を1996年か ら民営化す る。それ によ って民間資金の沽用 による空港 閏の競争を
促進 し,乗 降客や航空機 の離着陸 サービスを高め,同 時に政府 の財.政再建 を進 める計画であ る。
また カナ ダにつ いてぱ当面の対象空港はモ ン トリオール ・バ ンクーバー ・カルガリー ・エ ドモ ン
トンの4空 港で ある。
2}国 際航 空市場 におい てはアメ リカにおけ.るオープ ンスカイ政策 の提唱,EUに お けるユ997年度
からの域 内航空完全 自由化の実施な ど,ア ジア ・太平洋地域 も.含めて 世界的 に航空規制緩和 が進





べ きか3〕,さ らには国土計画における多極分散化政策との整合性を保つ上で も.
公的セクター.の役割はどうあるべ きかなど様.々.な問題が存在す る。そして各空
港に大幅な経営権を譲渡し独立採算で運営 した場合,発生 した会計上の損失を.





料金政策,空港問提携などの新 しい空港整備 ・経営方式への転換 とその適用め
是非について検討する。





3>英 国空 港公団(BAA)は19864一に民営化 され英 国空港会社(BAAplc)として再発 足 した。
その結 果.旧BAAの 管理 下にあ った7牢 港 〔ロ ン ドンの ヨ空港 とスコ γトラ ン ド地区 の4空
港),お よび1990年に買収 したサザ ンプ トン空港 の合計 呂空港 は各 々有限責任会社 とな り同社 の
チ 会社 となってい る。
4>日 本で は空港公団であ る新東京国際空港 と株式会社で ある関西国際空港 を除 けば,全 国の全 て
の空港収支 は空港整備特別会計 によ って 一括 管理 され てい る。各空港の採算ベー スで比較する と,
黒字 になッてい るのは羽田空港 のみ といわれ,実 質的 に羽 田空港か ら他空港への内部補 助が行 わ
れ ていることになる。
5)他 会計 との比 較を行 うと,公 共事業費 に占める割合 は道路,港 湾が各々28.5%,4,1%である
の に対 して空港 は1.4%であ り,財 源の割合 を とってみて も ・般=特 定=借 入の順に道路が38












一方,受益者負担は直接受益者負担 と間接受益者負担 に区分で きる。前者は直
接受益者である当該交通施設利用者による運賃 ・料金負担のことであ り,後者
には他交通機関 ・他路線の利用者による.負担と当該交通施設整備に起因した上




共に還元することを指すのに対 して,後 者は交通施設整備に伴 って周辺の土
地 ・不動産の資産価値や使用価値が上昇することによってその使用者や利用者
が利益 を得 る場合,こ の不労利得(Wind正allBene丘t)を社会 に還元す る
(ValueCapture)ことを指す。開発者利益 と外部経済利益の還元方法の違いを




























開発利益還 元制度が もっ とも充実 しているのは アメ リカである。 第1表 はア




① 開 発 負 担 金 制 度(De,・1・pmentExact;・ns)
・.イン パ ク ト フ ィ ー(lmpaじtFじe=IF)
・ リ ン ケ ー ジ(Linkage)
。個 別 協 議 に よ る 取 立(NegotiatedExaction>
・特 別 寄f寸(AdhocDeveloperContribution)
・出 人 口接 続 負 担 金(ConnecterFee)な ど
② 租 税 制 度
。価 値 捕 捉 税(ValueCaptureTax:VCT)
・税 ⊥曽取 分 に よ る 資 金 調 達(TaxIncrementalFinancing:TIF)
。売 ヒ税(SalesTax)な ど
出所)林 ・富 出 〔1992〕.榊原 〔1994〕よ り作 成
①.開 発負担金制度(Devel・pmentExactions)
開発負担金制度 の代表的な ものにイ ≧パ ク トフ ィー とリンケー ジがある。イ
ンパ ク トフィー(lmpactFee)とは宅 地の 開発 行為 が社会資 本 に対 す る需 要
を増加 させ るため,そ の整備 のための資金 を業者か ら徴収す る制度で ある。 リ.
ンケージ(Linkage)とは大都 市 にお ける大規模 な事務 所スペー スの建設が住
宅需要 を増 加させ ることか ら,事 務所の規模に応 じた戸数の住宅建設 また は建
設費用の負担等 を関係者 に義務づ ける制度であ る 〔榊原(1994)〕。
② 租税制度
租税 を用い た開発利益還 元手法 の1--Dに価値捕捉 税(ValueCaptureTax:
VCT)が ある。 これ は社 会資本投 資の結果,周 辺部の 固定資 産価値が ト昇 し
固定資産税 も増収 となるので,増 収分の一定割 合を社会資本 に振 り向 けるとい
う もので あ る。 また税 増収 入 に よる資金 調 達(TaxIncrementalFinancing=
TIF)は価値捕捉税 よりも積極 的な財 源確 保の手段 であ る。 これは社会資 本の
供用 によって便益 を受 ける特別課税地域(SpecialAssessmentDistrict:SAD)
を指定 し,そ の内部で不動産評価 額のべ「スを決定 してそれ に対応す る税収 は
一般会計 に,そ れ以上増加 した分 はTIF基 金 に積み立 て社 会資本投 資 の原資




























凍結し,3)事業の実施 による税増収.入を税増収債 の償還を行 う再開発局に与
えることによる。ただ し対象とする地域の特定 と社会資本整備による便益め計






空港 の もたらす便益 はきわめて大 き く,し か も空港 を整備す る財源 も限 られ
てい る。従 って空港の整備 にあた っては開発利益 を還元す る手法 をもっと考慮
すべ きで あ る。以下 に考 えられ る方法を挙げる 〔榊原(1994)〕。
(1)周辺地域 との一体開発 による外部経済効果の内部化
空港周辺の増価 の見込 める土地 を先行取得 し周辺地域 との一体 開発 を行い,
それ を譲渡す ることで外部経済効果 を内部化す る。さ らに採掘跡地 の開発 も空
港 当局が行 う。周辺土地 ・採掘跡地 の開発 を自治体ない し他の団体 が行 う場合
には,そ の利 益 を空港事業 に還元す る6㌔
空港周辺地域 には空港の存在 とその活用 によって,航 空 ・空港関連 サービス
産業,エ アカーゴ基地な どの貿易 ・物流機能,航 空機製造や整備関連 産業,ハ
イテ ク産業 などの研究開発 型産業,情 報 ・コンベ ンシ ョン ・7ァ ッシ ョンな ど
の交流型産業,国 際金融 ・商業機 能,レ クリエーシ ョンや ア ミューズメ ン ト空
間な ど,多 様 な産業や機能の立地 ・形成 の可能性があ る。
働 課税方式
税増 分や価値捕捉税等 の手段 で,空 港の存在によ って生 じた固定資産税の増
徴分を空港 整備 に充てる。 また出資 ・融資補助金 ・土地等 の無料譲渡 によって..
自治体か ら資金を還元す る方法 も考 えられ る。
(3)地方債の発行
レベ ニューボ ン ドを発行 して空港 の建設 に充て,着 陸料 ・空港使用料 ・.税増
収等の収入 によって償還 する。
(4)BOT法.
これ はプロジェク トファイナ ンスの一種で,民 間企業が事業 の企画か ら資金
6)こ の ような空港の立地を活用 した一体的 なエア7ロ ン ト地域の開発整備の事例 と しては.ダ ラ
ス ・フ †一 トワース空港によ って形成 され たラスコリナ スや デンバー新国際空港の建 設に伴 う周
辺都市形成な どが アメリカにおいてみられ,ま た ヨーロ ッパ において もニース ・コー トダジュー
ル国際空港 を軸 に世界の先端 技術産業と研 究開発 ・教育機能の集積に よって形成されたソフ ィア
ア ンテ ィポ リス等の都.市開発事業が挙 げ られるり
42〔146>..第160巻 第2号
調達 ・運営 ・管理 を行い,運 営期 間中の収益で資金回収を図 り,期 間終了時に
施主に譲渡す る方法であ る 〔長谷川(1992)〕。 フィリピンのマニ ラにおける空
港整備には,イ ンフラ施設 プロジェク トの実施 と運 用 に民間部門の参加を促進
す るこのBOT(建 設 ・運用 ・移管〉方法が進め られ ている。
㈲ 不動 産の証券化
これは不動 産をバ ックに した証券め発行 を通 じて羽.土地 を活用す るプロジェ.
ク トに必 要な資金 を資本市場か ら調達 しようとす るもので ある。投資家 にとっ
て は少額で.も優 良不動 産プ ロジェク トに投 資 し開発利益 を享受で きるとい う.メ
リッ トがあ る。民間資金 の活用 とい う点か らみて も,開 発利益 の社会への還元




空港 の収.入は一方で は航 空に関連 した活動,他 方で は航空以外 または商業活
動か ら生 じている。前者は主 として着 陸料や旅客 サー ビス施設使 用料,航 空交
通管制料等 か らな り,後 者 には事 務所や チ.エック.インデス クの賃貸料,コ ン
セ ッシ ョン,か らの収.入,駐車料 な どが含 まれ る。.一般 的には交通が増大 す る
につれて商業活動 による収 入の シェアは総収入 に対 して増大 す る傾向 にあ る8}
〔Doganis(1992)〕。 第3図 は ヨーロ ッパお よび アメ1」カの空港 の平均 的収.入
構造 を示 してい る。現 在,空 港 は従 来の直接 的 な顧客 また は利 用者 の基 本的
ニーズを満たす ことを「要 な仕事 とみ なす伝 統的空港 モデ ルで はな くて,空 港
にお けるあ らゆる活動 の収 入を極大化す ることを 目的 とす る商業 的空港 モデル
を選択 して きてお り,こ の傾 向はます ます強 ま りつつあ る。例 えば フラ ンクフ
ル トや ミュンヘ ンの空港においては,空 港 に集 まる人 々を空港経営 の有効 な収
.7)コ ンセ ッション料・は多様 なサー ビス提供者が空港用地でサー ビスを提供す る権利 の代価 として
空港当局へ.文払 うものをい う。
8)1.00D万人以上の航空旅客 を取 り扱 う空港.においては,商 業 活動による収入は平均 して.総収入
の50箔か ら60%にな っている 〔Doganis(M2)〕。
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第3図
ヨー白 ヅパの空 港の平均 的収.入構造 〔1989年:1
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アメリカの空港 の平均 的収入構造 〔且989年〉











入源 と考 え.,これ らの人々のニーズに配慮 した ター ミナ ル機能 ・施設 ・環境 ・ ゴ
サ ービスを提供す ることで,交 通 の結節点で しがなか った空港 を来訪者が快適
に過 ごせ る空間 に演 出 し観 光資源 と捉 えてい る。それは空港 を ビジネスの機会
とみ なす ことを意味 し,収 益性 のある関連事業,例 えばホテル ・駐車場 の運営,
コ.ンセ ッシ ョンの経営,事 務所 ・土地 の賃貸等 を行 うことで空港整備資金 を調
達す ることも可 能になるで あろう。
























性)を 採用 している。 しか し社会的に望ましい価格水準は需要曲線 と限界費用
曲線が交わる点で,そ の時供給量は平均費用価格形成の場合のそれよ り増大し










字が生 じる場合には,そ の独 占力 を利用す ることによって会計上の損失 を回避
で きるか もしれない6そ の典型 的な手段 の1つ として価格差別が考 え られ る。
ここで は2つ の空港 サー ビス市場,(A)市場 と(B)市場 を考 える。(A)市場 と〔B)市
場の料金 と供給量 を各 々(P,,Pb),(Q。,Qh)とす る と,価 格差別では次式 を満
たす ように両 市場 の料金 と供給量が決定 され る。
MC=P,(1-1/ηa)=Pb(1-1/nn)
#だ し η、=P、dQ、・Q、dP、,ηb=PbdQゾQbdPb
つ まり需要の価 格弾力性が大 きいサー ビス市場で は低 い料金が,需 要の価格
弾力性が小さいサー ビス市場で は高い料金が課 され ることにな り,こ れは一種
の支払い能力 に基づ く料金政策 とい える。例 えば需 要の価格弾力性の大 きい と
思われ るチ ャー ター便 の料金 は低 くし,需 要の価格 弾力性 の小 さい と思われ る
定期 便の料金 は高 くす るよ うな戦略が考 えられる。
(2)ラム葦イプ ライシ ング(RamseyPricing)..・
ラ.ムゼ.イ価格形成 の もとで は独 立採 算下でで きるだけ適正 な資源の配分が行
われ る,つ ま り収支均衡 とい う条件下で社会全体 の余剰 は最大限 に高め られ る。
限界費用料金で は固定 費用 を賄 うほ どの収 入を得 る ことがで きない場合,ラ ム
ゼイプ.ライシングで は各 々のサー ビスの料金 の限界 費用か らの乖離率 を,そ の
サー ビスに対す る需要 の価格弾力性 に反比例す るよ うに料金体系が設定される。
つ ま り次式 を満たす よ うに両市場 の料金 と供給量が決 まる。
[(Pa-MCa)/P.]/ηa=[(Pb-MCb)ノPb]/ηb
ただ しn==P。dQ。心 。dP。,ηb=PbdQ識bdPb
ラムゼイルールにおいて は両サー ビスは限界費用料金の もとでの最適な生産
量水準か ら同 じ割合だ け乖離 す ることが望 ま しく,そ れゆ え需要の価 格弾 力性
が大 きいサー ビスは限界 費用 か らあま り高 くない価格 を,弾 力性の小 さいサー
ビスは相対 的に高 い価格 をつ け る必 要がある。 この時,(P,,P,)が独立採 算下





















不足 している。そのなかで空港の混雑が しば しば発生 し,特にピーク時の旅客
の遅延は相当なものになっている。 これからも滑走路の容量等は将来の需要に
対応できないと予想される。空港制約は長期的には空港投資によって解決すべ















第4図 のケース1に おいて混雑料金が課されていない場合,空 港サービスの.















































































費.用が必要であ るので,い ずれは規模 の不経済が発生す ると思 われ る。つ ま り
大都市圏 における大型空港においてはケー.ス3のよ うな状 況が想定 で きる とす
る と,混 雑料金収入が固定費用 を上 回る四角形P,EGP,を空港 施設 の拡張や新
空港 の建設 の財源 に充てれば,最 終 的に空港容量が増加 し費用 曲線 が右側 にシ
フ トしてい く結果,ケ ース2の 状 況に移行す る。 この時平均 費用最小点で空港
サ ービスが提供 され経済学的に最適 になる。 さらにこの点では規模 の経 済が.一
定であ り,料 金収入 と投資 コス トが一致 し投資水 準 は最適 にな っている。以上
よ り混雑料金収.入を新たな空港投資 の財源 に用いれば長期 的に空港投資水準 は
最適化 され るといえ る。
(2)ピー クロー ドプライ シング(Peak-Load-Pricing>
空港サー ビスに朝 する需要には流動性があ る。一般 的 に時間 ・曜 日 ・月 ・季
節 によって需要の大 きさは異 なる。 このよ うな空港サー ビスに対す る需要の変
動 を平 準化 し,設 備 の有効 な利用 を料 金面か ら図 るため の1つ の 方法 と して
ピークロー ドプライ シングが考 えられ る。
第5図 におい て オフ ピー ク時の 需要 曲線 をD,D,,ピー ク時 の需 要 曲線 を
D、D、とす る。 ここで オフピー ク,ピ ー クについて共通 の料 金P*を 設 定す る
と,オ フ ピー ク時の空港 サー.ビスの需要量 はQ1,ピ ー ク時 のそれはQ<に な
りその差 はQ4-Q、になる。 この ような料金設定 によって決 まる需要量 は効率
性 の観 点か ら望 ま し くない。 ピー ク時 の料 金をP*か ら限界費用 に等 しいP,
に引 き上げ た場 合,需 要量 はQ3に 減少 す る。 同様 にオ フ ピーク時の料金 を
P、に引 き下 げる と需 要量 はQ2に 増加 し,そ の差はQ3-e2へ と減少す る。.つ
ま りピー クロー ドプ ライシ ングを実施す ることで ピー クの需要量 をオフピー ク
へ移す ことがで き,需 要 の変動 を平準化 で きる。 そ して ピー ク時の混雑 を解消
しオフ ピー ク時の余剰設 備 の稼働 率 を上 げ るこ とが で きる。 ちなみ に ロン ド
ン ・ヒース ロー空港で採用 されてい るピー クロー ド料金 の実際 を示す と第2表.
の ようにな っている。
また空港 は大規模 な投資計画を二度 に進 める とその単位費用が大 き く上昇す
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.国内(ポン ド) 国際 〔ポン ド)






オ フ ・ ピー ク 時 228 228
第2表 ロ ン ド ン ・ヒー ス ロ ー 空 港 に お け る ピ ー ク料 金 の 実 際(1991年4月 一一1992年3月)
① 旅 客 料 金 注)
ビrク 時:{国 内)
4月1日 か ら10月31日(月 曜 ロー
金 曜 日)ま で の0700-0829GMT
及 び1830-1959GMT
11月1日 か ら3月31日(月 曜 日 一
金 曜 日)ま で の0800-0929GMT
.及 び1930-2059GMT
(国際)
4月1日 か ら10月31日 ま で の
0900・一1529()MT
オ フ ・ピー ク時:ピ ー ク時 以 外 のす べ て













16トン まで の 航 空機
16トンか ら50トンま で の航 空機













注)。 ピー ク時14月.1日 か ら10月31日ま で の0700-0959GMT及び1ア00一一1859GMT
・ICAO付 属d16に 適 合 し ない ジェ ッ ト機 に つ い て ,基 準 チ ャー ジの25%の 追 加 料 金 が 課 せ
.られ,ま た ノ ン ・ジ ェ ッ ト機,16MT以 下 のず べ て の 航 空 機 に 関 して 料 金 の 割 引が あ る。
③ 航 空 機 駐 機 料
レ4時間当た り又はそれ以内
ピークの駐機期間
3.90ポン ドプ ラ ス トン当 た り5ペ ンス
4月1日 か ら10月31口まで の0700から1229GMT
に おい て ピ アが 供 給 さ れ るス タ ン ドで は1分 を3分










4月 ～1Q月 ピー ク
0730時414.90






















4月10月 オ7・ ピ ー ク
1600時301.86
オ フ ・ピ ー ク
241.68
オ フ ・ ピ ー ク
19.30 562.84
ユ垢 皐月 い7施 ク 才 フ ・ピ ー ク
241.68
オ.フ ・ ピ ー ク
19.30 562.84
注〕 。これ らの料金には民 間航空庁 に支払 われ る133ポン ドの旅行サ ービス料 は含 まれていない。






第5図 において交通需要が増大 し需要曲線が.D,D,ヘシフトしたとす ると,第
1滑走路の容量限界近くにまでピーク時の需要は増大する。第1お よび第2滑
走路の容量水準に対応す る短期平均費用曲線をSAC,とすると,も し空港が産
出量4sか ら第2滑 走路の運営を開始すれば単位当たりの費用はC,で変化 し
ない。これよりも産出量の小さい例えばQ・で第2滑 走路の供用を開始すると,















入し,.一定の制限 ・優先 ・行動基準を課 しなが らより公平なまたより効率的な
資源配分を達成するものである0'。ここでは③の方法を中心にその有用性を検
9}1997年春 に新.滑走路の運用が 始まる羽田空港 の新発着枠配分問題では,運 輸省は新規 参大会社
2社に優先配分す る方針を固めている。基本 的には需要 に応 じた路線配分,便 数の少ない路線 へ
の配慮,地 方の新空港向け路線 の充実 の3つ を原則 にした配分の基塗作 りを進めている。そ して





















模のネ ットワークを構築すると,空港は単体 として航空.企業のイコールパー ト
ナーとしての役割を果たせるのかという疑問が生 じてきている。そ して現在ア
ムステルダム ・スキポール空港を中心に新 しい試みがなされつつあ る。スキ
ポール空港では物理的制約を打開するためにも立地点と空港サービスの提供は
別個のものであるという認識のもと,制約下での既存空港におけるサービスの
10)例えば離 島と都市 を結ぶ生活路線な どが切 り捨 て られる可能性 がある。
11)この章は1995年に大阪で開催 された 「ア ジア ・太平洋空港会議 〔APAC)一国際空港シ ンポ ジ
ウムー」の.各種報告 およびアムステルダム ・スキボール空港か ら提供 してい ただいた資料 による。
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.充実 現存 の経営資源 を生か した空港関連業務への進出(特 に交通 ・情報 のハ
ブ としての空港 の確立),空 港活動 の他地域へ の拡張等 を進 めてい る。そのた
め に航 空企 業や他空港 のみ ならず,不 動産開発業者な どの他 産業 にパ ー トナー
を求めている.こ のよ うな提携 を結ぶ ことで競 争力の確保,コ ア業務 の拡張 と
リス クの分散,経 営資源の有効活用 と育成,規 模 および範 囲の経済等が期待 さ
れ ているのであ る。そ してその提 携 レベルはコス ト削減 につ なが る,R&Dの
相互協力や資材の共同購入か ら,技 術 移転や業務 サポー ト等 のコンサ ルタン ト
まで多様であ る。
第3表 はスキポー ル空港の現在 の提携進捗状況 を示 してい る。 これか らは空
港相互の資本参加や吸収 ・合併 もあ り得 るで あろう。以上の ように ヨー ロッパ
で は新 しい動向がみ られるが,.アジアにおいて はまだ空港間競 争が始 まった と
新しい空港整備とその経営方式への転換.(159)55
ころであ りその兆候 は見 られ ない。 しか しこの地域 では これか ら大規模空港が
次々 と開港す る予定であ り勤,予 想 され る航 空需要に対 して空港 側の供給 が過
剰ではないか と危惧 され るなかで,こ の ような ヨーロ ッパでの試み は参考 にな
るであろ う。
















今後 も増大 し多様化 してい くと思われる航空需要に対応 して空港整備を進めて
いくためには,空港整備の制度,財 源の確保,管理 ・運営方式,国 と地方との
役割分担等について再検討することが必要であるだろう。
12)ア ジ ア地 域 に おい て は これ か ら香 港 〔1998〕,クア ラ ル ン プー ル 〔1998〕,広 州D998〕,ソ ヴ
ル 〔ユ999〕,バン コ ク 〔200田,高雄 〔ZOOO〕,上海 〔2000〕で 新 空 港 が 開 港 す る予 定 で あ る 。
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